



























































































































市区町村名 全事業所数 製造業事業所数 製造業比率
１位 京 都 府 京 丹 後 市 5,650 2,209 39.1％
２位 新 潟 市 燕 市 6,546 2,492 38.1％
３位 埼 玉 県 八 潮 市 4,827 1,714 35.5％
４位 大 阪 府 八 尾 市 12,807 3,625 28.3％
５位 大 阪 市 生 野 区 10,532 2,949 28.0％
６位 岐 阜 県 関 市 5,769 1,605 27.8％
７位 埼 玉 県 三 郷 市 5,722 1,558 27.2％
８位 大 阪 市 平 野 区 8,245 2,240 27.2％
９位 大 阪 府 東 大 阪 市 28,053 7,388 26.3％

































































全国計 192,125 276,716 468,841
東京 23,413 21,296 44,709
大阪 18,102 25,454 43,556
愛知 15,982 23,125 39,107
東京特別区 20,911 17,294 38,205
埼玉 11,193 15,821 27,014
静岡 7,967 13,228 21,195
兵庫 6,800 11,537 18,337
神奈川 6,180 11,370 17,550
大阪市 7,942 8,981 16,923
岐阜 7,412 8,087 15,499
京都 7,933 6,122 14,055
新潟 5,952 7,119 13,071
群馬 5,153 6,852 12,005
長野 4,789 6,796 11,585
名古屋市 4,637 6,338 10,975
福岡 3,784 7,053 10,837
茨城 3,582 6,888 10,470
栃木 4,336 5,863 10,199























































東大阪市 3,417 301 5 54,629
八尾市 1,841 184 9 35,027
大阪市　生野区 1,044 64 1 13,641
大阪市　平野区 1,018 77 1 14,716
豊中市 755 61 8 14,919
大阪市　西淀川区 614 90 4 14,725
大阪市　東成区 549 52 - 8,319
大東市 544 71 5 15,369
大阪市　城東区 526 48 1 8,186
大阪市　淀川区 526 90 4 14,828
門真市 482 77 8 18,511
守口市 480 49 4 13,807
堺市　堺区 467 63 6 15,943
和泉市 464 51 - 7,556
摂津市 448 54 6 12,730
松原市 442 37 1 8,229





















































2003年 2005年 増減数 増減率
３名以下 20,176 18,102 -2,074 -10.3
４名以上 27,227 25,454 -1,773 -6.5




度数 ％ 度数 ％
  1～  4人 3,872 52.4 1,756 48.4
  5～  9人 1,716 23.2 934 25.8
10～19人 1,011 13.7 472 13.0
20～29人 334 4.5 27 5.7
30～49人 266 3.6 134 3.7
50～99人 137 1.9 75 2.1
100人以上 51 0.7 46 1.3
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激しく，従業員はすぐにいなくなってしまう。ま
た，たとえ従業員が居ついたとしても，経営と家
計の未分離や家族従業者が重要な労働力であると
いう自営業モデルの基本的な特徴は維持されてい
る」とし，中小企業層の下層部分は「自営業モデ
ル」に限りなく近い点を指摘している（野村
［1998］p.90）。
11）2009年８月14日９：55～10：55に筆者らが財団法
人大阪産業振興機構クリエイション・コア東大阪
事業部コーディネータに実施したヒアリング調査
に基づく。
12）http://www.m-osaka.com/jp/による。（2009年11
月閲覧）なお，インキュベーションについては，
研究開発企業への転換を目指そうとする中小製造
企業をはじめ，近畿内の15大学と１高専や行政機
関が入居している。また，上述の企業 Aも2004
年８月から2009年５月まで入居していたが，入居
していた際に同じくインキュベーション施設に金
属のナノを扱うベンチャーが入居しており，その
ベンチャー企業との出会いを基に研究開発を進め
るべく，ベンチャー企業に対して出資し，連携を
深めた。また，インキュベーション施設への入居
をきっかけに出会った大阪府立産業技術研究所
（通称：産技研）の研究員とも連携を深めながら，
自社の製品開発力を高め，新事業を手掛けること
ができるようになった。2009年８月14日13：00～
15：00に筆者が企業 Aの代表取締役に対して実
施したヒアリング調査に基づく。
13）2009年10月22日14：30～15：30に筆者が八尾市産
業政策課ものづくり支援室室長に対して実施した
ヒアリング調査に基づく（役職はヒアリング時点
のもの）。なお下記のデータなどは，ヒアリング
の際に提供された資料に基づく。
14）参加した市・商工会議所は，八尾市，八尾商工会
議所，東大阪市，東大阪商工会議所，堺商工会議
所，守口門真商工会議所，大東商工会議所，北大
阪商工会議所，松原商工会議所である。
15）八尾市中小企業サポートセンター（以下，サポー
トセンター）については，http://www.yao-
support.net/（2009年11月閲覧）を参照のこと。
また，サポートセンターが行うセミナーに参加す
ることをきっかけに構築した産学連携により，企
業の活性化を実現した企業 Cの事例がある。企
業 Cは，プリント基板のルーターないしプレス
加工を主たる事業としている。加工技術の相談に
サポートセンターを訪問し，そこで企画されてい
たセミナーに参加した。セミナーにてバリテク研
究会があるということを紹介され，それに参加
し，後にバリをとるためのレーザー研究会にも参
加することとなった。そこで大阪大学の先生と知
り合うことになり，それが縁で，大阪大学レーザ
ー研究所と連携し，大阪府の補助金を活用しなが
ら，バリのでない加工機の試作機を2007年に完成
させた。工場も新たに設立することにもつながっ
た。サポートセンターならびに企業 Cの事例の
詳細については，関［2008］を参照のこと。
16）大東市［2007］pp.11-12。なお11地区の内訳は，
大東市内の御領１～４丁目，新田旭町，新田境
町，新田西町，新田北町，新田本町，氷野３～４
丁目である。また，苦情件数40件の内訳は，騒音
が19件，悪臭が11件，大気汚染が11件，振動が２
件，その他が７件である。なお元データは大東市
の資料による。
17）住工混在問題の解消の方向性としては，大東市の
調和策と同じように，東大阪市などでも先駆的に
モデル地区を選定し，同じような取組がなされて
いる。しかし，一方で，たとえば尼崎市のよう
に，業種別にゾーンを指定し，製造企業の集積を
強化しようという分離策もある（関・立見
［2007］）。どちらの方策がよいかは，当該産業集
積の歴史的経緯や特徴によるものと考えられる。
18）http://www.matec-yao.com/（2009年11月閲覧）
参考文献　
大東市［2007］『大東市住工混在地域実態調査報告書 
産業集積編』
加藤厚海［2006］「産業集積における仲間型取引ネッ
トワークの機能と形成プロセス─東大阪地域の金
型産業の事例研究─」『組織科学』第39巻第4号，
pp.56-68。
加藤厚海［2009］『需要変動と産業集積の力学─仲間
型ネットワークの研究─』白桃書房。
産業集積における中小製造企業の存立と展望─大阪をケースとして─
Page:14無断転載禁止　
産業集積における中小製造企業の存立と展望Mar. 2011
153
衣本篁彦［2003］『産業集積と地域産業政策─東大阪
工業の史的展開と構造的特質─』晃洋書房。
湖中　齊［2009］『都市型産業集積の新展開─東大阪
市の産業集積を事例に─』お茶の水書房。
湖中　齊・前田啓一編著［2003］『産業集積の再生と
中小企業』世界思想社。
野村正實［1998］『雇用不安』岩波書店。
小川正博［1999］「産業集積の課題とネットワーク」
『経済と経営』第29巻第４号，pp.607-648。
関　智宏［2008］「都市における産業集積と中小企業
─大阪府八尾地域における中小製造業の関係性構
築と経営基盤強化─」中小企業家同友会全国協議
会企業環境研究センター『企業環境研究年報』第
13号，pp.123-140。
関　智宏・立見淳哉［2007］「住工混在問題と産業集
積─大都市自治体における先駆的取組の事例分析
を中心に─」『阪南論集（社会科学編）』第44巻第
１号，pp.19-35。
鈴木洋太郎・中瀬哲史・高橋信弘・清田　匡［2009］
「中小企業と産業集積─大阪の中小企業密集型産
業集積の検討と展望─」冨澤修身編著『大阪新生
へのビジネス・イノベーション─大阪モデル構築
への提言─』ミネルヴァ書房，pp.127-151。
立見淳哉［2008］「企業と産業集積」関　智宏・中條
良美編著『現代企業論』実教出版，pp.233-247。
植田浩史編著［2000］『産業集積と中小企業─東大阪
地域の構造と課題─』創風社。
植田浩史［2004］「産業集積の 『縮少』 と産業集積研究」
植田浩史編著『「縮少」時代の産業集積』創風社，
pp.19-43。
八尾市［2003］『八尾市製造業の立地に関する実態調
査報告書』。
山本健兒・松橋公治［1999］「中小企業集積地域にお
けるネットワーク形成─諏訪・岡谷地域の事例─」
『経済志林』第66巻第３・４号，pp.90-118。
 （2010年11月26日掲載決定）
産業集積における中小製造企業の存立と展望─大阪をケースとして─
Page:15無断転載禁止　
